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研究成果の概要（和文）：本研究では、土のう構造体を用いた既設盛土の経済的耐震補強工法の実用化を目指し
て、中詰め材料試験（土のうの中詰め材の粒度改善と重質化を達成するための現地発生土と製鋼スラグの配合の
考え方を確立）、小型振動台模型実験（土のう積層体に作用する側方土圧の影響を考慮した実験を行い、土のう
構造体を加振させた場合の加速度応答、PS低減量、土のうのクリープ等を評価）等の基礎的研究の成果を踏ま
え、世界最大規模の震動台（Ｅ－ディフェンス）を利用して、地盤施工を忠実に再現した‘実物実験’により、
その補強効果（耐震補強の有効性）を検証した。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research is to promote the economic countermeasure 
method against earthquake applicable to on-service road embankment by using soil-bag structure.  In 
so doing, a laboratory research into properties of soil in use for the bag as well as a series of 
small-scale shaking table test were performed. Based on the results of these fundamental research 
outcomes, a full-scale shaking table test was performed in Miki-city, Hyogo, Japan (i.e.,
E-defense). It was successfully demonstrated that the performance of the soil-bag structure was of 
great use for preventing serious damage of embankment even against level-II earthquake.

研究分野：地盤工学

キーワード： 土のう構造体　耐震補強工法　盛土

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
東日本大震災以降、古い盛土の耐震診断や耐震補強に係る研究開発は、国内で精力的に行われている。しかし、
高いコストや低い信頼性がネックとなって社会実装は進まず、既設の道路盛土の耐震化が十分に進んだとは言え
ない。さらなるコストダウンが課題である。
本研究により得られた成果は、（公社）地盤工学会の提言に対する回答そのものである。すなわち、｢膨大なス
トックである道路盛土の危険箇所を素早く低廉で確度高く判定できる技術と、効率的・経済的に実施可能な補強
工法｣である。なお、本研究によって開発される耐震補強の新技術は、道路、造成宅地、河川堤防、ため池堰
堤、等の耐震化にも大いに貢献できることに最大の特徴がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
全国で毎年のように大地震が発生し、多数の盛土が崩壊している。東日本大震災(2011)では、
仙台市の宅地盛土が数多く被災した。東日本大震災後に作成された（公社）地盤工学会の提言で
は、｢膨大なストックである盛土の危険箇所を素早く低廉で確度高く判定できる技術と、効率的・
経済的に実施可能な補強工法開発｣が喫緊の課題であると指摘している。 
 そこで、本研究では、図 1に示すように、「土のう構造体によるのり先補強工法」を提案する。
盛土のり面の下部を階段状に掘削した土を枕型の土のう袋に詰めた後、土のう群を積層し鋼棒
で締め付けることによりプレストレス（以下、PS）を与え、一体化した土のう構造体をのり先に
設置する。必要に応じて、構造体を基盤にアンカリングすることにより、地震時に盛土全体が壊
れにくくする工法である。新たな土地を取得する必要がなく、高度な施工技術、特殊な材料や重
機を用いない経済的な工法である。従前の土のうを用いた応急復旧工事と同程度の手間と費用
で一気に耐震補強をするところに最大の特長がある。 
 

 
図 1 多段式土のう構造体による法先補強工法（恒久対策）の提案 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、土のうを用いた経済的で有効な盛土耐震補強工法の実用化にある。そのため
に、土のう中詰め材料の室内試験、小型模型振動台実験による基礎的な検討だけでなく、世界最
大規模の震動台（Ｅ－ディフェンス）を利用して、地盤施工を忠実に再現した‘実物実験’を行っ
て、その補強効果を検証する。 
 
３．研究の方法 

 

  
写真 1 実物大盛土実験に用いた土槽の全景 

 
本研究では、各種の地盤材料試験（粒度試験、締固め試験、三軸試験、配合試験等）を実施し



て、土のうの中詰め材の粒度改善と重質化を達成するための現地発生土と製鋼スラグの配合の
考え方を確立し、神戸大学が所有する振動台装置を使用し、土のう積層体に作用する側方土圧の
影響を考慮した実験を行い、土のう構造体を加振させた場合の加速度応答、PS 低減量、土のう
のクリープ等を評価した。このように、中詰め材料試験および小型振動台模型実験等の基礎的研
究の成果を踏まえ、当該補強工法の地震時の挙動及び耐震性能を検証するため、防災科学技術研
究所が所有する実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）の震動台を用いて実物大震動
台実験を実施した。 
 

 
図 2 盛土試験体の３次元イメージ 

 
写真 1に示すように、直方体の大型土槽（内寸法：W16m×D4m×H4.5m）の中に高さ 3.9mの実
物大盛土を造成し、その両サイドに積層方法の異なる 2つのタイプの土のう構造体を設置し、Ｅ
－ディフェンスの震動台を用いて、これらの耐震性能の比較検証実験を実施した。図 2に盛土試
験体の３次元イメージを示す。Ｅ－ディフェンスの震動台の諸元は、最大搭載質量 1,200t、最大
質量搭載時震動台の最大加速度は水平 900 cm/s2、鉛直 1,500 cm/s2、最大変位は水平±100 cm、鉛
直±50cmである。 
また、加振条件を表 1に示す。入力加振波は、f＝5Hz、40波の正弦波を用いて、振幅を 100Gal、

250Gal、450Gal、最終的には、750Galを目標値として段階的に大きくした。なお、この加振条件
は、既往の研究において、同等の規模で実施されたため池堤体の実験条件を参考にした。実際の
土槽底部で測定された加速度は、それぞれ最大で、125Gal、245Gal、376Gal及び 660Galであり、
これらを加振条件とした。 
この報告書では、Ｅ－ディフェンスで実施した実物大盛土実験の結果を中心に述べる。 

 
表 1 加振条件 

 加振条件 1(125Gal相当) 
最大加速度：(+)方向：1.25 m/s2(=125Gal)、 

(-)方向：-1.23 m/s2(= -123Gal) 

加振条件 2(245Gal相当) 
最大加速度：(+)方向：2.32 m/s2(=232Gal)、 

(-)方向：-2.45 m/s2(= -245Gal) 
震
動
台
の
加
速
度   
 加振条件 3(376Gal相当) 
最大加速度：(+)方向：3.76 m/s2(=376Gal)、 

(-)方向：-3.64 m/s2(=-364Gal) 

加振条件 4(660Gal相当) 
最大加速度：(+)方向：6.56 m/s2(= 656Gal)、 

(-)方向：-6.60 m/s2(= 660Gal) 
震
動
台
の
加
速
度   
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４．研究成果 
(1) 加振条件 1及び加振条件 2 
加振条件 1（最大 125Gal 相当波）の場合、加振後に両タイプの土のう構造体ともにプレスト
レスは、ほとんど変わらず維持し、盛土及び土のう構造体の加振後の残留変位も 1mm以下の微
小な変形であり、健全な状態であったことが確認できた。 
一方、加振条件 2（最大 245Gal 相当波）では、加振により 1 段タイプの土のう構造体におけ
る加振前のプレストレスに対して 27.7％低下し、土のう構造体に 2.9mm程度の残留沈下と 4.4mm
程度の残留水平変位が生じ、せん断変形が発生した。なお、土のう構造体の応答加速度も 2段タ
イプに比べ若干大きく発生していることが確認できた。一方、2段タイプの土のう構造体はプレ
ストレスの減少率が少なく（上部は 2.9％減少、下部は 12.0％減少）、残留変位も 1段タイプに比
べ小さいことが確認できた。しかし、両側の土のう構造体ともに数 mm範囲の変位が生じ、盛土
の天端でも最大 1.3mm の沈下が発生し、盛土天端や法面での損傷も認められない健全な状態で
あった。そこで、本研究で用いた盛土や土のう構造体の仕様においては、最大 245Gal相当の地
震波に対して、十分な耐震性を確保していると考えられる。 
 

  
(a) 1段タイプ側 (b) 2段タイプ側 
写真 2 法面の損傷状況（加振条件 3（最大 376Gal相当波）の加振直後） 

 

  

(a) 1段タイプ側 (b) 2段タイプ側 
写真 3 法面の損傷状況（加振条件 4（最大 660Gal相当波）の加振直後） 

 
(2) 加振条件 3 
加振条件 3（最大 376Gal相当波）では、1段タイプの土のう構造体のプレストレスが大幅に減
少して（減少率は平均 77.5％）、加振後の残留プレストレスは平均 13.4kPa であった。土のう構
造体の残留変位も比較的大きく、平均沈下量が 4.8mm、上部載荷板の平均水平変位は 16.6mmで
あり、せん断変形が生じた。また、盛土中央部の応答加速度も 1段タイプ方向（(+)方向）に大き
く増加して、天端での増幅率が入力加速度の 4.2倍（15.79m/s2）になった。そこで、のり面の表
面土が崩れて、土のう構造体の背面には、写真 2のようにクラックが発生した。このクラックは
土のう構造体のせん断変形による主働破壊のように見えるが、破壊メカニズムに関しては、今後
さらなる検討が必要であると考えられる。一方、のり面に多少の損傷は発生したが、大規模なす



べり破壊までは至らなく、天端の道路面の損傷もほとんどないことから、速やかに復旧できる範
囲の損傷であったと判断される。 

2段タイプの土のう構造体は、1段タイプに比べプレストレスの減少率が少なく、上部は平均
70.9kPa、下部は平均 39.4kPaのプレストレスを維持していることが確認できた。そこで、土のう
構造体の変形も 1段タイプに比べ小さいことが分かる。一方、のり面の表面では、1段タイプ側
の法面と同様に若干崩れたが、クラックは観察されなかった。 
 
(3) 加振条件 4 
加振条件 3 の加振により土のう構造体のプレストレスが低下したため（とりわけ 1 段タイプ
において）、実験前の剛性や性能と多少違う状態になったが、本実験盛土の破壊現象を確認する
ため、加振条件 4（最大 660Gal 相当波）の加振実験を行った。両タイプの土のう構造体ともに
殆どのプレストレスがゼロに近くなった。また両側ののり面の表面が崩れて、法面下部の土のう
構造体の背面と法面上部 2 箇所でクラックが発生したものの、両側ともに大規模な破壊は発生
してかった。写真 3は、加振条件 4における加振後の法面の損傷状況を示す。一方、天端の中央
部では、平均 9.5mm（盛土の高さの 0.24％）の残留沈下が発生して、顕著な損傷は見られなかっ
た。そこで、両タイプともにプレストレスがほとんど抜けても、本実験の仕様では、大規模な破
壊や損傷は発生しないことが確認できた。土のう構造体が依然として抗土圧構造物の機能を保
持していること、アンカーにより転倒や滑動が生じなかったこと、等が明らかとなった。 

 
本報告書では、土のうの積み方を変えた 2 種類の補強構造体を盛土の両側に設置した実大盛
土の震動台加振実験の結果を中心に述べた。振幅（最大加速度）を変えた 5Hz の正弦波を用い
て加振させて、加振時の盛土及び土のう構造体の加速度応答特性、加振後の残留変形及び土のう
構造体のプレストレスの変化、盛土の損傷状況を観察した。その結果、加振条件 1（最大 125Gal
相当波）と加振条件 2（最大 245Gal 相当波）では、両タイプの土のう構造体ともに大きな変状
もなく、盛土も健全な状態であった。 
一方、加振条件 3（最大 376Gal相当波）の場合、1段タイプの土のう構造体のプレストレスが
大きく低下し、せん断変形が生じて、土のう構造体の背面法面でクラックが発生した。しかし、
両側ののり面表層部で土が崩れたものの大規模な破壊には至らなかった。さらに加振レベルを
上げた加振条件 4（最大 660Gal相当波）の場合には、2段タイプ土のう構造体もほとんどプレス
トレスが抜けて、両側ののり面で土が崩れ、土のう構造体の背面部とのり面の上部でクラックが
発生したが、大規模な盛土破壊や顕著な路面損傷は見られなく、速やかに復旧できる程度の損傷
で収まっていると判断した。 
土のうの積み方による耐震性効果の比較に関しては、2段タイプの方がプレストレスの減少率
も小さく、土のう構造体及び盛土の変形も小さいことが確認された。一方、施工性や経済性の観
点からは、1段タイプの方が優位であると考えられるため、実盛土に適用する際には、現場に応
じた施工条件、工期、費用等の要因を検討した上で最適な積層方法を検討する必要があると考え
られる。 
今後の課題として、加振時の土のう構造体の変形モードや盛土の破壊モード、また、基盤部に
設置したアンカー力の挙動についてより詳しく検討し、これらの実験結果の検討や安定解析及
び FEM動的解析などの数値解析を用いた検討を行う必要がある。 
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